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いて活用されるよう地方公共団体等に配布した。
　さらに、離婚届の提出時等における養育費の取決めの促進策として、平成17（2005）年８月に
は、離婚するときなどを捉えて、子の養育に関する法的義務について周知し、養育費の取決書
の作成を促すことを目的に「養育費に関するリーフレット」を作成し、市町村に配布した。

　母子福祉資金貸付金の１つである生活資金では、養育費の確保に係る裁判に要する費用につ
いて、123万6千円を限度として生活資金を一括して借りることができ、母子家庭の児童の養育
費の確保の促進を図っている。

　母子家庭等の養育費の取得率の向上等を図るため、平成19（2007）年度に、養育費に関する情
報提供、母子家庭等就業・自立支援センターで受け付けた困難事例への支援や、養育費相談に応
じる人材養成のための研修等を行う「養育費相談支援センター」を創設した。（図表４－３－１）

図表４－３－１　養育費相談支援センターの設置について

●リーフレット等による情報提供
●養育費取決めや支払の履行・強制執行に関
する相談・調整等の支援
●母子家庭等への講習会の開催

〈委託事業〉
●各種手続について分かりやすい情報提供
　→HP上で全国発信、パンフレットの作成
●全国の自治体等において養育費相談に
あたる人材養成のためのプログラム作成
と研修会の実施
●各地の相談機関の業務支援（困難事例
への支援）
●母子家庭等に対する電話・メール相談

《目指すべき方向》
●養育費の取決め率、受給率の増

●ひとり親家庭の生活の安定
●ひとり親家庭で育つ子どもの健
やかな健康

《趣旨》
●夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費の取決めや
確保をサポートする相談機関の確保を図る。

●国においては、相談担当者の養成と各地の相談機関の業務支
援を行う。

養育費相談支援センター 母子家庭等就業・自立支援センター

委託・実施民間団体に委託
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